
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
複数の画素を配列し、偏光を有する画像光を出す画像表示手段と、
　前記画像表示手段上に設けられ、第１偏光方向を有する光にレンズ作用し、前記第１偏
光方向とは異なる第２偏光方向を有する光にレンズ作用しないレンズアレイと、
　前記画像表示手段と前記レンズアレイとの間に設けられ、前記画像光の偏光面を回転さ
せる複屈折性位相変調手段と、
を備え、
　 るこ
とを特徴とする立体画像表示装置。
【請求項２】
前記複屈折性位相変調手段は、前記画像表示手段の一部画面について位相軸を変更させる
ことを特徴とする請求項１記載の立体表示装置。
【請求項３】
前記複屈折性位相変調手段は、前記画像表示手段の画面上に位相軸の異なる複数の領域を
形成することを特徴とする請求項１記載の立体表示装置。
【請求項４】
前記レンズアレイは、液晶層と、前記液晶層を挟む一対の電極を備え、
前記電極間への印加電圧により焦点位置を変化させることを特徴とする請求項１記載の立
体画像表示装置。
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【請求項５】
複数の画素を配列し、偏光を有する画像光を出す画像表示手段と、
　前記画像表示手段上に設けられ、液晶層と、該液晶層を挟む一対の電極とを有し、前記
電極間への印加電圧により、第１偏光方向を有する光へのレンズ作用を制御する第１レン
ズアレイと、
　前記第１のレンズアレイ上に設けられ、液晶層と、該液晶層を挟む一対の電極とを有し
、前記電極間への印加電圧により、前記第１偏光方向とは異なる第２変更方向を有する光
へのレンズ作用を制御する第２レンズアレイと、
　前記画像表示手段と前記第１レンズアレイとの間に設けられ、前記画像光の偏光面を回
転させる第１複屈折性位相変調手段と、
　前記第１レンズアレイと前記第２レンズアレイとの間に設けられ、前記第１レンズアレ
イからの出射光の偏光面を回転させる第２複屈折性位相変調手段と、
を備えることを特徴とする立体画像表示装置。
【請求項６】
複数の画素を配列し、偏光を有する画像光を出す画像表示手段と、
　前記画像表示手段上に設けられ、液晶層と、該液晶層を挟む一対の電極とを有し、前記
電極間への印加電圧により、第１偏光方向を有する光へのレンズ作用を制御するレンズア
レイと、
　前記画像表示手段と前記レンズアレイとの間に設けられ、前記画像光の偏光面を回転さ
せる複屈折性位相変調手段と、
を備え、
　

ることを特徴とする立体
画像表示装置。
【請求項７】
複数の画素を配列し、偏光を有する画像光を出す画像表示手段と、
　前記画像表示手段上に設けられ、第１偏光方向を有する光にレンズ作用し、前記第１偏
光方向とは異なる第２偏光方向を有する光にレンズ作用しないレンズアレイと、
　前記画像表示手段と前記レンズアレイとの間に設けられ、前記画像光の偏光面を回転さ
せる複屈折性位相変調手段と、
を備え、
　前記複屈折性位相変調手段は、液晶層と、該液晶層を挟む一対の電極とを有し、前記電
極間への印加電圧の極性を切換えることにより、位相軸を制御することを特徴とする立体
画像表示装置。
【請求項８】
立体画像と２次元画像との選択に応じて、前記複屈折性位相変調手段の印加電圧の極性を
切換えることで、立体画像表示と２次元画像表示を切換えることを特徴とした請求項６記
載の立体表示装置。
【請求項９】
立体画像と２次元画像との選択に応じて、前記複屈折性位相変調手段の印加電圧の極性を
切換えることで、立体画像表示と２次元画像表示を切換えることを特徴とした請求項７記
載の立体表示装置。
【請求項１０】
複数の画素を配列し、偏光を有する画像光を出す画像表示手段と、
　前記画像表示手段上に設けられ、液晶層と、該液晶層を挟む一対の電極とを有し、前記
電極間への印加電圧により、第１偏光方向を有する光へのレンズ作用を制御するレンズア
レイと、
　前記画像表示手段と前記レンズアレイとの間に設けられ、前記画像光の偏光面を回転さ
せる複屈折性位相変調手段と、
を備え、
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ることを特徴とする立体画像表

示装置。
【請求項１１】
複数の画素を配列し、偏光を有する画像光を出す画像表示手段と、
　前記画像表示手段上に設けられ、第１偏光方向を有する光にレンズ作用し、前記第１偏
光方向とは異なる第２偏光方向を有する光にレンズ作用しないレンズアレイと、
　前記画像表示手段と前記レンズアレイとの間に設けられ、前記画像光の偏光面を回転さ
せる複屈折性位相変調手段と、
を備え、
　前記複屈折性位相変調手段は、液晶層と、該液晶層を挟む一対の電極とを有し、前記電
極間への印加電圧を制御することにより、位相軸を制御することを特徴とする立体画像表
示装置。
【請求項１２】
立体画像と２次元画像との選択に応じて、前記複屈折性位相変調手段の印加電圧を制御す
ることで、立体画像表示と２次元画像表示を切換えることを特徴とした請求項１０または
請求項１１記載の立体表示装置。
【請求項１３】
複数の画素を配列し、偏光を有する画像光を出す画像表示手段と、
　前記画像表示手段上に設けられ、液晶層と、該液晶層を挟む一対の電極とを有し、前記
電極間への印加電圧により、第１偏光方向を有する光へのレンズ作用を制御するレンズア
レイと、
　前記画像表示手段と前記レンズアレイとの間に設けられ、前記画像光の偏光面を回転さ
せる複屈折性位相変調手段と、
を備え、
　

る立体画像表示装置。
【請求項１４】
複数の画素を配列し、偏光を有する画像光を出す画像表示手段と、
　前記画像表示手段上に設けられ、第１偏光方向を有する光にレンズ作用し、前記第１偏
光方向とは異なる第２偏光方向を有する光にレンズ作用しないレンズアレイと、
　前記画像表示手段と前記レンズアレイとの間に設けられ、前記画像光の偏光面を回転さ
せる複屈折性位相変調手段と、
を備え、
　前記複屈折性位相変調手段は、液晶層と、該液晶層を挟みマトリクス駆動する一対の電
極とを有し、前記電極間への印加電圧を制御することにより、部分的に位相軸を制御する
ことを特徴とする立体画像表示装置。
【請求項１５】
立体画像と２次元画像との選択に応じて、前記複屈折性位相変調手段の印加電圧を制御す
ることで、部分的に立体画像表示と２次元画像表示を切換えることを特徴とした請求項１
３または請求項１４記載の立体表示装置。
【請求項１６】
前記複屈折性位相変調手段の印加電圧の極性を切り換えることで、２次元画像表示とした
後に、前記レンズアレイの印加電圧を制御することを特徴とする請求項８記載の立体表示
装置。
【請求項１７】
前記電極の一方を、櫛状電極にしたことを特徴とする請求項６

記載の立体表示装置。
【請求項１８】
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立体画像と２次元画像との選択に応じて、前記レンズアレイの印加電圧を制御することで
、立体画像表示と２次元画像表示を切換えることを特徴とした請求項６

記載の立体表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、立体画像表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　複数の視線方向からの画像を画像表示面に合成表示し、観測者の視点位置に応じて対応
する画像を選択的に視認させる手法が、２次元平面表示装置を用いた立体画像表示方法と
して提案されている。
【０００３】
　立体像の表示方法として、表示画像を左右の眼の視点位置において観察されるべき２枚
の画像とすることで２眼式、同様に複数の視点位置に対して多数枚とすることで多眼式が
ある。また、視点位置を意識せずに、多数の視線方向に対して画像を画像表示面に合成表
示するインテグラルフォトグラフィ法（ＩＰ法）がある。
【０００４】
　画像を選択する手段として、ピンホールあるいはスリット状に光学的遮蔽部と開口部の
組をアレイ状に設ける方法と、レンズアレイ、あるいはレンチキュラーレンズアレイを画
像表示面上に設け、レンズの結像位置を画素位置とする方法が知られている。表示輝度の
観点からは、画像選択手段は、遮蔽部の存在により表示輝度が低下するため、レンズを使
用する方が望ましい。
【０００５】
　ところで、２次元画像と立体画像を選択的に同一の表示装置を用いて表示したいという
要求に応えるため、２次元画像と立体画像を選択的に表示する手法が各種提案されている
。レンズアレイを画像選択手段に用いた構成においては、レンズを屈折率可変層とするこ
とで、レンズ作用の有無を切換える選択表示手法が提案されている（例えば特許文献１）
。ここでは、屈折率制御実現手段に液晶の配向を電圧制御する液晶レンズを利用すること
が述べられている。レンズ作用の有無を切換えることで、２次元画像を表示する際に、２
次元平面表示装置が有する本来の解像度で画像を表示することが可能となる。
【０００６】
　また、液晶レンズの実現方法は、凸面あるいは凹面レンズ面と基板間に液晶材料を封入
する方法（非特許文献１）、レンズ構造をフレネルレンズ構造とするもの（非特許文献２
）、入射面内に対して屈折率変調を与える回折型レンズ（非特許文献３）、入射面内及び
光の伝播方向に対して屈折率変調を与える屈折率分布型レンズ（非特許文献４）などが提
案されている。
【０００７】
【特許文献１】特開２０００－１０２０３８号
【非特許文献１】Ｓ．　Ｓａｔｏ，　Ｊ．　Ｊ．　Ａｐｐ．　Ｐｈｙｓ．　Ｖｏｌ．　１
８，　ＮＯ．９，　（１９７９）　ｐ．　１６７９－１６８４．
【非特許文献２】Ｓ．　Ｓａｔｏ　ｅｔ　ａｌ．，　Ｊ．　Ｊ．　Ａｐｐ．　Ｐｈｙｓ．
　Ｖｏｌ．　２４，　ＮＯ．８，　（１９８５）　ｐ．　Ｌ６２６－Ｌ６２８．
【非特許文献３】Ｓ．　Ｔ．　Ｋｏｗｅｌ　ｅｔ　ａｌ．，　Ａｐｐ．　Ｏｐｔｉｃｓ　
Ｖｏｌ．　２３，　ＮＯ．２，　（１９８４）　ｐ．　２７８－２８９．
【非特許文献４】Ｔ．　Ｎｏｓｅ　ｅｔ　ａｌ．，　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌｓ　
Ｖｏｌ．　５，　ＮＯ．　５，　（１９８９）　ｐ．　１４２５－１４３３．
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
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　液晶レンズは、複屈折性（屈折率異方性）を有するため、特定の偏光成分にのみレンズ
効果を生じる。そのため、焦点距離を所定の位置に設計し、且つレンズ効果の有無を偏光
方向に配慮しながら設計することは、設計の制約が多いために事実上困難であり、限られ
た液晶動作モードでのみ実現可能であった。
【０００９】
　一方で、画像表示手段にＬＣＤ（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ，　
液晶ディスプレイ）を用いる場合、ＬＣＤは一般的に視角依存性を有するため、表示画像
の偏光方向に制約が存在する。そのため、液晶レンズの偏光方向と画像表示手段側の偏光
方向を直接対応させようとすると、液晶レンズの設計に困難が生じ、対応させない場合に
はレンズ作用の混在により表示画像にクロストークが生じ、表示品位の低下を招いていた
。
【００１０】
　また、液晶の屈折率異方性は高々０．２程度であるため、液晶の配向制御によってレン
ズ効果の有無を制御しようとすると必然的に液晶層厚が増加し、結果的にサブ秒程度の遅
い応答時間しか実現できなかった。
【００１１】
　そのため、２次元画像と立体画像の切換え時における過渡応答期間中に不所望の画像が
表示される可能性があった。
　更に、液晶レンズを複数の領域に分割して２次元画像と立体画像を混在表示させたい場
合、液晶レンズの電圧－配向特性は緩やかであるために、ライン選択によるパッシブマト
リクス型の駆動が困難であり、限られた領域のみが選択可能なセグメント型の駆動、ある
いは高価なアクティブマトリクス型の駆動を必要としていた。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本願発明の実施の形態は、複数の画素を配列し、偏光を有する画像光を出す画像表示手
段と、前記画像表示手段上に設けられ、第１偏光方向を有する光にレンズ作用し、前記第
１偏光方向とは異なる第２偏光方向を有する光にレンズ作用しないレンズアレイと、前記
画像表示手段と前記レンズアレイとの間に設けられ、前記画像光の偏光面を回転させる複
屈折性位相変調手段と、を備え、

ることを特徴とする立体画像表示装置である。
【００１３】
　ここで、前記複屈折性位相変調手段は、前記画像表示手段の一部画面について位相軸を
変更させるようにしても良い。
　前記複屈折性位相変調手段は、前記画像表示手段の画面上に位相軸の異なる複数の領域
を形成するようにしてもよい。
　前記レンズアレイは、液晶層と、前記液晶層を挟む一対の電極を備え、前記電極間への
印加電圧により焦点位置を変化させてもよい。
【発明の効果】
【００１４】
　以上述べたように本発明の実施の形態によれば、２次元画像と立体画像を切換えて表示
可能であって、従来よりも表示品位が高く、高速な切換えが可能であり、２次元画像と立
体画像の混在表示が任意の選択領域で表示可能な立体画像表示装置を提供することができ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明に基づく立体画像表示装置について詳細に説明する。但し、本発明の構成
は以下に述べる実施形態にとどまるものではなく、発明の実施形態および実施例において
述べた構成の各部をさまざまに組み合わせた形態をとることが可能であることはいうまで
もない。また、説明の簡略化のため、複数の図に渡って同一部材については同一の番号を
付与する。なお、図においては、表示装置から観測者方向に向かってｚ軸、表示面内にお
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ける水平（左右）方向をｘ軸、縦（上下）方向をｙ軸にとることにする。
【実施例１】
【００１６】
　以下、本発明の第１の実施形態について説明する。
　図１は、本実施形態の概要を説明する図である。
　本実施形態の立体画像表示装置は、画像表示手段としてＬＣＤ１と、ＬＣＤ１の画素の
整数倍にほぼ等しいレンズピッチでレンチキュラーレンズ作用を有する複屈折性レンズア
レイ６を有している。更に、受動的な複屈折位相変調手段として１／２波長フィルム５が
設けられている。ここでは、画像表示手段からレンズアレイ方向への光を画像光と呼ぶ。
画像表示手段は、自発的に発光するものや、背後からの透過光をもちいるものがあるが、
画像表示手段から射出される光を総称して画像光とする。
【００１７】
　ＬＣＤ１は、透明基板間に液晶を挟持した液晶セル３の前後を偏光板２、４で挟んだ構
造をしており、立体画像あるいは２次元画像を表示画像として切換えて表示する。
【００１８】
　偏光板２の背面にはバックライト光源（図示省略）が備えられており、表示画像は光出
射側偏光板４の偏光透過軸８方向に偏光成分を有する直線偏光９による画像光により構成
される。
【００１９】
　ＬＣＤ１の液晶動作モードはＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モードであり、
左右方向（ｘｚ面内）の視角特性を対称に保つために偏光透過軸８の方向はθ＝４５°と
なっている。
【００２０】
　１／２波長フィルム５は、複屈折性を有する耐熱透明樹脂（例えば、ノルボルネン、ポ
リカーボネート系光学樹脂）からなる光透過性フィルムであり、進相軸あるいは遅相軸で
規定される位相軸方位１０としてθ＝２２．５°を成いる。この１／２波長フィルム５は
、入射直線偏光９を偏光方向θ＝０°の出射偏光１１へ、直線偏光のまま４５°回転させ
る。
【００２１】
　複屈折性レンズアレイ６は、平行透明基板間に、正の誘電異方性を持つ液晶をホモジニ
アス配向させた液晶セルを用いた液晶レンズアレイである。即ち、電圧印加手段７により
液晶セル内に設けた櫛状電極に電圧を印加することで液晶の配向状態に空間分布を発生さ
せ、レンズ作用を持たせたものである。ここで、液晶の配向方向は、分子長軸（ダイレク
タ）方向がθ＝０°となっており、櫛状電極の電極形状はｙ軸方向に長く、ｘ軸方向に所
定のピッチで設けられている。従って、電界分布は電極間でｙｚ面に対し対称となり、液
晶の分子軸はθ＝０°に保たれたまま、ｘｚ面内に対して空間分布を有する。
【００２２】
　その結果、θ＝０°の入射偏光方向１２に対して、電圧印加時において、レンチキュラ
ーレンズ作用が発生する。即ち、入射偏光方向１２に対して、ｙ軸方向に稜線を有し、ｘ
軸方向に所定のピッチを有するレンチキュラーレンズアレイを設けた場合と等価なレンズ
作用が生じる。電圧無印加の場合には、液晶配向の空間分布はなくなるため、レンズ作用
が消失する。
【００２３】
　一方、θ＝９０°の入射偏光方向１３に対しては、液晶の配向状態に関わらず屈折率は
常光線屈折率で、一定であり、レンズ作用は生じない。
　図２を用いて、本実施形態における液晶によるレンズアレイ６の構造と集光作用につい
てより詳細に説明する。
　透明な平行平板透明基板６１に共通透明電極１６と櫛状電極１７が各々設けられている
。この透明基板１８間には、ＴＮ液晶１５が挟持されている。
　ここで、電圧印加方法には、電極１６、１７を２端子として、交流電圧を印加する場合
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と、櫛状電極１７を偶数ライン、奇数ライン毎の組として、３端子として交流電圧を印加
する場合がある。
【００２４】
　いずれにしろ、両電極１６、１７間に電圧を印加することで電界の空間分布が生じ、偏
光方向１２を有する偏光成分に対して、ピッチｐ、焦点距離ｆを有するレンズ作用が生じ
る。従って、偏光方向１２を有する直線偏光は、レンズアレイ６内で軌跡が曲げられる。
【００２５】
　液晶層１５の配向状態は先に述べたように、分子長軸の方向がｘｚ面内に対してのみ変
化するために、直交する偏光成分１３に対しては電圧の印加状態に関わらずレンズ作用を
持たない。従って、偏光成分１３はレンズアレイ６内で直進する。
【００２６】
　なお、実際には、電界分布を適正に制御するための誘電体層、配向膜などが電極と液晶
界面間に設けられるが、図２においては図示省略している。
　従って、図３に示すように、このようなレンズアレイ６を、ＬＣＤ１の画素１９が焦点
距離ｆに位置するよう配置することで、ｘ軸方向に偏光成分を有する直線偏光に対しては
、レンチキュラーレンズ型の立体画像表示装置を構成できることが分かる。
【００２７】
　以上説明したように、図１において、１／２波長フィルムの偏光回転作用により、画像
光である直線偏光１１はレンズアレイ６において、レンズ作用の切換えが発生する偏光方
向１２に一致させることができる。
【００２８】
　レンズアレイ６の出射直線偏光１４は、θ＝０°に偏光方向を持ち、電圧印加手段７の
電圧印加／無印加制御により集光、あるいはそのまま変調を受けずに透過する。従って、
ＬＣＤ１に表示する画像を立体画像と２次元画像の選択状態に同期して電圧印加手段７の
電圧印加／無印加を切換えることで、最大解像度を有する立体画像、２次元画像の切換え
表示が可能となる。
【００２９】
　１／２波長フィルム５を用いない場合、レンズアレイ６に入射する画像の偏光方向はθ
＝４５°を成す直線偏光９となる。そのため、レンズアレイ６においてレンズ作用の生じ
ない偏光成分１３が入射偏光成分に含まれるため、立体画像表示時に画像が多重に表示さ
れるクロストークが発生する。
【００３０】
　一方、ＬＣＤ１における出射偏光方向８をθ＝０°とすることは、ＬＣＤ１の視角特性
上好ましくない。
　レンズアレイ６を傾けて、レンズ作用の生じる偏光方向をθ＝４５°とすることは、視
差情報が斜め方向に発生するため、立体画像表示できない。
　このように、受動的な複屈折位相変調手段である１／２波長フィルム５は、ＬＣＤ１の
表示特性を最適化しつつ、レンズアレイ６を用いた立体画像と２次元画像のクロストーク
の無い良好な選択表示を可能にする機能を有する。
【００３１】
　ここで、画像表示手段には、偏光を利用した画像表示手段であるＬＣＤ１を用いる例を
説明したが、偏光を利用しない画像表示手段、例えばＣＲＴ（Ｃａｔｈｏｄｅ　Ｒａｙ　
Ｔｕｂｅ，　ブラウン管）、ＰＤＰ（Ｐｌａｓｍａ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｐａｎｅｌ，　プ
ラズマディスプレイ）、ＯＬＥＤ（Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｌｉｇｈｔ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　Ｄ
ｉｏｄｅ，　有機ＥＬ　（Ｅｌｅｃｔｒｏ　Ｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ））、ＦＥＤ（Ｆ
ｉｅｌｄ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　Ｄｉｓｐｌａｙ，　フィールドエミッションディスプレイ
）などの表示面に偏光板を設けることで、表示画像に偏光性を付与してもよい。
【００３２】
　レンズアレイ６には、方解石や石英など、複屈折性を有する光学結晶をレンズ状に加工
して用いることも可能である。即ち、必ずしも屈折率が可変である必要はなく、光学特性
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が動的に変化しない受動素子であってもよい。従って、液晶性媒質を固化、例えば高分子
液晶やモノマーに液晶を混合し、所定の配向状態で紫外線あるいは熱によりポリマー化す
ることで、受動素子として複屈折性を有する液晶レンズアレイを実現することができる。
【００３３】
　レンズアレイ６を液晶レンズにより構成し、特定の入射偏光方向にのみレンズ作用を付
与するには、平行平板間に液晶材料を封入し、電圧印加により液晶の配向状態を空間的に
制御する構造が望ましい。具体的には所定のピッチで入射面内に屈折率分布を与える回折
型レンズや、光伝播方向に屈折率分布を与える屈折率分布レンズ、あるいは入射面内と光
伝播方向両方に屈折率分布を与えることで実現可能である。
【００３４】
　レンチキュラーレンズ作用を特定の偏光方向に与えるためには、例えば、正の誘電異方
性を有するネマチック液晶を用いたホモジニアス配向セルを用い、櫛型状電極を所定のピ
ッチで液晶の配向方向に対して垂直方向に設ければよい。これで、特定の偏光入射軸には
電圧印加時にレンチキュラーレンズ作用を生じさせることが可能で、その他の偏光入射軸
にはレンズ作用がないレンズを構成できる。
【００３５】
　ここでいうレンチキュラーレンズ作用とは、レンチキュラーレンズの稜線方向（レンズ
曲率が無限大の方向）を櫛状電極方向に一致させて配置した場合と等価な集光作用が生じ
ることを指す。また、このような構造の液晶レンズでは、印加電圧を変化させることで焦
点を可変とすることができる。電圧を無印加とすることで、レンズ作用をなくす、即ち印
加電圧のＯＮ／ＯＦＦ制御によりレンズ作用のＯＮ／ＯＦＦ制御が可能となる。
【００３６】
　図４は、本実施形態において 2次元画像表示と立体画像表示の切換え制御を行なうため
の制御ブロック図である。観測者による 2次元画像表示と立体画像表示の切換選択が、キ
ーボード、マウスなどのスイッチである 2次元画像／立体画像表示切換選択入力手段６２
を介して立体画像表示制御手段６１に伝達される。立体画像表示制御手段６１は、ＬＣＤ
１に画像を表示するための画像データ６４と、ＬＣＤ１の画像表示制御を行なうディスプ
レイコントローラ６５を備えるグラフィックコントローラ６３、ＣＰＵ６６、複屈折レン
ズアレイ６の電圧印加手段７を制御するための複屈折レンズアレイコントローラ６７から
構成されている。
【００３７】
観測者からの画像表示モード選択信号を受け、選択された画像表示モードが立体画像表示
の場合、ＣＰＵ６６は画像データ６４に立体画像データを格納し、複屈折レンズアレイコ
ントローラ６７に対して印加電圧ＯＮの制御信号を送信する。複屈折レンズアレイコント
ローラ６７は印加電圧値、印加電圧波形、周波数のパラメータを電圧印加手段７に対して
設定もしくは制御を行なう。一方、グラフィックコントローラ６３を介して立体画像デー
タがＬＣＤ１に表示され、観測者は電圧印加手段７により電圧が印加されレンズ効果を生
じた複屈折レンズアレイ６越しに立体画像データを観察することで立体画像が観測できる
。
【００３８】
同様に、２次元画像表示が選択された場合は、ＣＰＵ６６は２次元画像データをグラフィ
ックコントローラ６３経由でＬＣＤ１上に表示し、複屈折レンズアレイコントローラ６７
に対して印加電圧ＯＦＦの制御信号を送信することで、観察者はレンズ効果の無い複屈折
レンズアレイ６越しに、通常のＬＣＤと同様の２次元画像データを観察することができる
。
【００３９】
　複屈折性位相変調手段には、偏光方向の回転角が固定である受動素子の場合、透明な延
伸フィルムを用いた複屈折位相差フィルムや、方解石や石英などの複屈折性光学結晶を用
いることができる。
【００４０】
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　複屈折性位相変調手段は、偏光面を回転させるため、リタデーションが入射波長に対し
て１／２の値を有する、所謂１／２波長フィルム（１／２波長板）である。単一の１／２
波長フィルムを使用する場合、位相軸は偏光面の回転角を１／２に等分する角度に配置す
るが、波長分散を軽減して広帯域化するために１／２波長フィルム、あるいは１／２波長
条件近傍の位相差フィルムを複数枚使用して偏光回転操作を行なう場合もある。例えば、
０°から９０°への偏光回転操作に対して、光入射側から６７．５°、２２．５°の方位
に２枚の１／２波長フィルムを配置する方法などが知られており適用可能である。
【００４１】
　複屈折性位相変調手段の位相軸回転を可変とするには、複屈折性位相変調手段に液晶セ
ルを用いることが好適である。
　位相軸可変制御には、大きく分けて位相軸角を変化させる方法と、位相軸の有無を選択
する方法が適用可能である。
　位相軸角を変化させる方法の例は、自発分極を有する強誘電性液晶（ＦＬＣ，　Ｆｅｒ
ｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）材料を用いたＳＳＦＬＣ（Ｓｕ
ｒｆａｃｅ　Ｓｔａｂｉｌｉｚｅｄ　Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒ
ｙｓｔａｌ）、あるいは反強誘電性液晶（ＡＦＬＣ，　Ａｎｔｉ－Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔ
ｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）材料を用いたＨａｌｆ－Ｖ（ＴＬＡＦ，　Ｔｈ
ｌｅｓｈｏｌｄ -Ｌｅｓｓ  Ａｎｔｉ－  Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　ｍｏｄｅと言われ
る場合もある）などの動作モードが適用可能である。これら２つの動作モードは、応答性
の速さからも好ましい。
【００４２】
　位相軸の有無を選択する方法の例は、同様に速い応答速度を実現可能な動作モードとし
てネマチック液晶材料を用いたπツイストセル（ベンド配向セル）などが使用可能である
。
【００４３】
　更に、複屈折性位相変調手段の位相軸可変制御を部分的に選択可能なマトリクス型とす
る場合には、薄膜トランジスタ（ＴＦＴ，　Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ
）などのスイッチング素子が不要で、パッシブマトリックス型、即ちライン状電極の選択
走査により駆動が可能な液晶動作モードを使用することが望ましい。このようなモードと
して、ネマチック液晶材料を用いたＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉ
ｃ）やＢＴＮ（Ｂｉ－ｓｔａｂｌｅ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モードが適用可
能である。
【実施例２】
【００４４】
　図５は、第２の実施形態を説明する概略図である。
　先の実施形態と同様にして、画像表示手段としてＬＣＤ１と、ＬＣＤ１の画素の整数倍
にほぼ等しいレンズピッチでレンチキュラーレンズ作用を有するレンズアレイ６を設ける
。先の実施例と同様の部分については、詳細な説明を省略する。
【００４５】
　本実施形態においては、複屈折位相変調手段として、自発分極を有する強誘電性液晶セ
ル２０を用いる。これにより、立体画像と２次元画像の表示切換えに応じて位相軸方位を
切換えられる能動素子となる。
【００４６】
　強誘電性液晶セル２０は、一対の基板間に強誘電性液晶を封入したものである。また、
基板上には、それぞれ電極が設けられており、強誘電性液晶に電圧を印加できる。強誘電
性液晶セル２０は、自発分極を有しており、液晶材料、セルギャップを適正に設計するこ
とで、１／２波長板となる。
【００４７】
　図６は本実施形態における構成の側面図である。強誘電性液晶セル２０は、透明基板３
７内に共通透明電極３８を介して強誘電性液晶３９が挟持されており、共通透明電極３８

10

20

30

40

50

(9) JP 3940725 B2 2007.7.4



に接続された電圧印加手段２１により強誘電性液晶に電圧を印加することで配向が変化し
、位相軸方位が切換えられる。
【００４８】
　複屈折レンズは実施形態１と同様、強誘電性液晶セル２０越しに焦点距離ｆは画素１９
上に設定される。強誘電性液晶セル２０と対向する側の基板３は強誘電性液晶セル２０の
基板３８と共通化可能である。
【００４９】
　電圧印加手段２１を用いて印加電圧の極性切換えを行なうことで、位相軸を第 1位相軸
方位θ＝２２．５°（図中符号２２）、第 2位相軸方位θ＝６７．５°（図中符号２３）
の２状態に制御することが可能となる。
【００５０】
　液晶材料が自発分極を有しており、セルギャップが薄いので、液晶レンズの遅い応答時
間に比べ、強誘電性液晶セル２０は１ｍｓ以下の高速な応答が可能である。このため、位
相軸を切換える際に、電圧印加手段２１の極性切換えにより瞬時に切換えを行なうことが
可能である。
【００５１】
　ＬＣＤ１の画像光がθ＝４５°を成す直線偏光 9であるとき、強誘電性液晶セル２０を
第 1位相軸方位２２に制御すると、強誘電性液晶セル２０からの出射直線偏光２４の方向
はθ＝０°となる。一方、第 2位相軸方位２３に制御すると、強誘電性液晶セル２０から
の出射直線偏光２４の方向はθ＝９０°となる。
【００５２】
　従って、強誘電性液晶セル２０が第 1位相軸方位２２に制御されると、レンズアレイ６
がレンズとして機能し、立体画像表示モードとなる。一方、第 2位相軸方位２３に制御さ
れると、レンズアレイ６はレンズとして機能せず、立体像を表示しない。即ち、 2次元像
表示モードとなる。
【００５３】
　図７は、本実施形態における 2次元画像／立体画像表示の切換え制御を行なう制御ブロ
ック図である。強誘電性液晶セル２０と複屈折レンズアレイ６への電圧印加制御を行なう
２次元画像／立体画像切換制御手段６９は、強誘電性液晶セルコントローラ７０と、複屈
折レンズアレイコントローラ６７から構成されており、各々独立に電圧印加手段に対して
電圧印加制御を行なうことが可能である。
【００５４】
　本実施形態においては、レンズアレイ６に液晶を用いた場合は、レンズアレイ６に定常
的に電圧を印加することで複屈折性レンズ特性を維持しておき、画像表示手段の立体画像
と２次元画像の選択表示に同期して、電圧印加手段２１の極性を選択し、レンズアレイ６
をレンズとして作用させたり、させなかったりすることが可能である。したがって、液晶
レンズの過渡応答期間中に発生していた不所望の表示特性を観測者に視認させずに表示を
切換えることが可能となる。
【００５５】
　なお、２次元画像を連続的に長期間表示する場合は、消費電力削減の観点から先の実施
形態と同様にレンズアレイ６を電圧無印加状態としてもよい。また、液晶レンズの応答が
終了した後には、強誘電性液晶セル２０がメモリ性を有していなくても、強誘電性液晶セ
ル２０への印加電圧を無印加としても不都合は生じない。
【００５６】
図８は、連続的に長期間２次元画像を表示するための２次元画像表示モード４０、強誘電
性液晶セル２０の位相軸方位により２次元画像と立体画像を切換可能な２次元画像／立体
画像切換表示モード４１における２次元画像表示時４２、立体画像表示時４３の電圧印加
手段及び出射直線偏光の状態をまとめた表である。
【００５７】
２次元画像表示モード４０においては、強誘電性液晶セル２０の電圧印加手段２１、複屈
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折レンズアレイ６の電圧印加手段７何れにおいても印加電圧無印加（ＯＦＦ）状態となる
。複屈折レンズアレイ６はレンズ効果を有していないため、強誘電性液晶セルの配向状態
はどのような状態であっても良い。
【００５８】
一方、２次元画像／立体画像切換表示モード４１においては、複屈折レンズアレイ６の電
圧印加手段７を介して電圧が印加されるため、θ＝０°方向の直線偏光に対しレンズ効果
が発生し、強誘電性液晶セル２０への印加電圧極性により複屈折レンズアレイ６に入射す
る直線偏光の方位が選択されることでレンズ効果の有無が決定されることになる。
【００５９】
ところで、２次元画像／立体画像切換表示モード４１における２次元画像表示と立体画像
表示の切換えは強誘電性液晶セル２０の応答が高速であるために過渡応答期間中の不所望
の表示は視認されないが、２次元画像表示モード４０から２次元画像／立体画像切換表示
モード４１への切換え、あるいは逆方向の切換えは応答の遅い複屈折レンズアレイの配向
変化を伴うため、不所望の表示を視認させないために所定のシーケンスによるモードの切
換え操作を行なうことが望ましい。
【００６０】
図９は、上述の画像表示モード切換え時における電圧印加シーケンスを示した図である。
観測者により、２次元画像表示モード４０から２次元画像／立体画像切換表示モード４１
にモード選択が行われると、電圧印加手段２１を介して強誘電性液晶セル２０に電圧が無
印加（ＯＦＦ）状態から２次元画像表示時に印加される正の極性電圧＋Ｖが印加される。
強誘電性液晶セル２０の応答が完全に終了するセットリング期間５６後に、電圧印加手段
７を介して複屈折レンズアレイ６に電圧が印加される。複屈折レンズアレイ６には、過渡
応答期間５７中にθ＝０°方向の直線偏光に対して徐々にレンズ効果が発現するが、強誘
電性液晶セル２０において２次元画像表示が選択されているため、観察画像は変化しない
。複屈折レンズアレイ６の応答終了後に２次元画像／立体画像切換選択可能となり、強誘
電性液晶セル２０への印加電圧極性により表示モードが選択される。
【００６１】
２次元画像／立体画像切換表示モード４１から２次元画像表示モード４０へのモード変更
が選択されると、上記の逆の手順、すなわちまず強誘電性液晶セル２０における２次元画
像／立体画像切換表示モード４１での２次元画像表示が行われ、その後複屈折レンズアレ
イ６への印加電圧を無印加状態へと移行させる。複屈折レンズアレイ６のレンズ効果が完
全に消失する過渡応答期間６０後に、強誘電性液晶セル２０への印加電圧を無印加状態と
する。このシーケンスにより観察者は２次元画像を不所望の表示を視認することなく観察
し続けることが可能となる。
【００６２】
　さらに、レンズアレイ６を、先の実施形態と同様に、液晶によらないものを用いること
も可能である。
【実施例３】
【００６３】
　図１０は、本発明の第 3の実施形態を説明する概略図である。また、図１３は、本実施
例における複屈折位相変調手段の平面図である。
　本実施形態においては、複屈折位相変調手段をマトリクス駆動可能な液晶セル２５とし
たことを特徴としている。
　先の実施形態と同様にして、画像表示手段としてＬＣＤ１と、ＬＣＤ１の画素の整数倍
にほぼ等しいレンズピッチでレンチキュラーレンズ作用を有するレンズアレイ６を設ける
。先の実施例と同様の部分については、詳細な説明を省略する。
【００６４】
　本実施形態では、説明の簡単のため、ＬＣＤ１における画像光の偏光方向４をθ＝０°
として説明する。このような偏光板配置は、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌｌｙ　Ａｌｉｇｎ）
、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｉｎ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モードなどにおいて視角特性に悪影
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響を及ぼさずに適用することが可能である。
【００６５】
　液晶セル２５は、一対の基板間に液晶を封止したものであり、両基板上には液晶に電圧
を印加する電極が設けられている。この液晶セル２５はマトリクス駆動可能な電極構成と
する。ここで、マトリクス駆動とは、図１３に示すように、液晶セル２５の面上を複数の
領域３０に分割して、所望の領域３０に電圧を印加する駆動方法である。マトリクス駆動
をする電極構造としては、通常の液晶表示装置に用いられているＴＦＴ駆動もしくは櫛状
電極を直交させ所定の電圧パルスを印加するパッシブマトリクス駆動などを援用すればよ
い。
【００６６】
　マトリクス駆動可能な液晶セル２５の一例として、パッシブマトリクス型のＳＴＮモー
ド液晶セルを用いた場合の液晶セルの構造を図１１に示す。対向する側に櫛状透明電極８
２が形成された透明基板８０間にＳＴＮモードの液晶８１が挟持されている。櫛状透明電
極８２に電圧パルスを印加することで任意の領域３０に所望の電圧を印加できるよう、Ｌ
ＣＤドライバが電圧印加手段２７として備えられている。
【００６７】
　図１２は、本実施形態の表示モードを制御する制御ブロック図である。２次元画像／立
体画像切換制御手段６９には、液晶セル２５の所望位置にウインドウを表示・制御するた
めのグラフィックコントローラ７１を備えており、ＬＣＤ１側のグラフィックコントロー
ラ６３の画像データ６４内に部分的に保存された立体画像データに対応して、同じ表示位
置、サイズで液晶セル２５にウインドウ表示制御が行えるようになっている。
【００６８】
　この実施形態においては、液晶に電圧を印加した領域２９においては、位相軸が消滅し
、入射光の偏光方向を変化させず、そのまま透過させるものとする。また、電圧を印加し
ていない領域においては、入射光の偏光方向を回転させる。もちろん、使用する液晶の種
類、モードによって、電圧を印加した領域について、入射光の偏光方向を回転させ、その
他の領域では偏光方向を回転させないようにすることも可能である。
【００６９】
　液晶セル２５内の領域２９においては、偏光成分は変化せずに光が透過するため、画像
光は直線偏光９（θ＝０°）のまま液晶セル２５を透過する。液晶セル２５から出る直線
偏光２８はθ＝０°の方位を持ち、レンズアレイ６へ入射する。従って、領域２９につい
て、レンズアレイ６ではレンズ作用が生じる。
【００７０】
　一方、電圧無印加の領域においては、位相軸２６はθ＝４５°となるために、液晶セル
２５からの出射偏光方向はθ＝９０°となり、レンズアレイ６ではレンズ作用が生じない
。
【００７１】
　以上に説明したように、１／２波長条件を満たすマトリクス駆動可能な液晶セル２５を
表示手段１とレンズアレイ６との間に設け、電圧印加手段２７により液晶セル２５の一部
領域２９に電圧を印加することにより、立体画像と２次元画像を 1画面上に容易に混在表
示することが可能となる。例えば、図１３において、２次元画像を表示している領域内に
電圧印加領域２９をウインドウとして設け、ウインドウ内に立体画像を表示させることが
可能となる。マウスによるウインドウの移動操作を行なっても、操作に同期して電圧印加
領域２９を移動することで、立体画像を任意の位置に表示させることが可能となる。
【００７２】
　図１４は、ウインドウ表示により部分的に立体画像表示を行なう際のウインドウ画面デ
ザインの一例を示した図である。領域２９が画像を表示する領域であり、立体画像表示が
選択された場合には立体画像が領域２９に表示される。領域２９の外側の領域８３は２次
元画像表示により高精細表示となっており、ウインドウを操作するためのウインドウコン
トロールバーや領域２９における２次元画像表示と立体画像表示を選択するコントロール
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ボタン８４が、ウインドウの開閉を操作するため一般的に備えられるコントロールボタン
などと共にウインドウコントロールバー領域に配列されている。ここで、領域２９の水平
表示サイズＷは複屈折レンズアレイ６のピッチｐの整数倍、垂直表示サイズＨは液晶セル
２５の単位領域３０の垂直方向サイズの整数倍であることが望ましく、移動や拡大などの
操作を行った際はこの条件に合致するようクリッピングされる。
【００７３】
　図１５は、立体画像表示中のウインドウの表示位置変更を行なう際の望ましい表示シー
ケンスの一例である。観察者によってウインドウのコントロールバーをクリックするなど
して選択すると、移動準備の処理として、予め決められたパターン画像を表示するなどに
より立体画像を非表示とし、その後表示モードを 2次元画像表示に切換える。更には、表
示モード切換えの後、表示していた立体画像に対応する 2次元画像データが存在するかど
うか確認し 2次元画像を表示する処理８５を行なっても良い。このような移動前の 2次元画
像表示への切換え処理を行なうことで、ウインドウの移動作業中に表示位置の変更に伴う
立体画像表示の更新を逐一行なう必要がなく、ＳＴＮモードのように応答がそれほど早く
ない液晶表示モードを用いても、立体画像データとウインドウ表示位置の不一致（応答遅
れ）などに起因する不所望の表示を視認することがない。観察者によるウインドウ移動作
業終了後、画像非表示状態とし、立体画像表示モードへの切換え作業後に立体画像表示を
行なう。
【実施例４】
【００７４】
　図１６は、第 4の実施形態４を説明する図である。
　本実施形態においては、第 1の実施形態における構成に、更に、１／２波長フィルム５
Ｂと液晶レンズ６Ｂを付加し、複屈折位相変調手段及びレンズアレイを２段構成とするこ
とで、縦方向視差を付与した立体画像表示装置とすることを特徴とする。
【００７５】
　先の実施形態と同様にして、画像表示手段としてＬＣＤ１と、ＬＣＤ１の画素の整数倍
にほぼ等しいレンズピッチでレンチキュラーレンズ作用を有するレンズアレイ６Ａを設け
る。先の実施例と同様の部分については、詳細な説明を省略する。また、複屈折位相変調
手段５ＡがＬＣＤ１とレンズアレイ６Ａとの間に設けられている。
【００７６】
　付加したレンズアレイ６Ｂは、レンズアレイ６Ａを９０°回転した構造を有し、電圧印
加時にθ＝９０°の偏光方向１２Ｂに対し、画面上下方向のレンチキュラーレンズ作用を
有する。レンズの焦点位置は、レンズアレイ６Ａと同様に、ＬＣＤ１の画素部に位置する
ように設定されている。
【００７７】
　付加された複屈折位相変調手段５Ｂの位相軸方位１０Ｂはθ＝４５°方位を成しており
、レンズアレイ６Ａの出射光の偏光方向θ＝０°を９０°回転させて、レンズアレイ６Ｂ
に入射させる。これにより、レンズアレイ６Ｂに入射する光には、レンズアレイ６Ｂにお
いてレンズ作用が生じる。
【００７８】
　本実施形態の構成の側面図を図１７に示す。縦方向視差を発生する複屈折レンズアレイ
６Ａ及び横方向視差を発生する複屈折レンズアレイ６Ｂの焦点距離ｆＡ 、ｆＢ はこれまで
の実施形態と同様、ＬＣＤ１の画素１９に焦点が位置するよう設定される。双方の複屈折
レンズアレイにおけるレンズ効果は画面横方向と縦方向に直交して発生するので、互いの
レンズ状態に関わり無く独立に焦点距離を設定してよい。
【００７９】
　このような２段構造とすることで、立体画像と２次元画像の選択表示だけでなく、立体
画像表示時の横方向視差と縦方向視差を各々の液晶レンズ６Ａ、６Ｂ独立に電圧印加制御
することで自由に付加することが可能となる。また、各々の液晶レンズにおける櫛状電極
を幾つかの組に分割し独立制御することで、立体画像表示時の視差数を複数設定すること
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が可能となる。例えば、横方向視差数×縦方向視差数を１６×６、３２×３など複数の条
件を設定できるので、表示コンテンツ、観測条件に最適な立体画像表示条件を設定するこ
とが可能となる。
【００８０】
　本実施形態における制御ブロック図を図１８に示す。複屈折レンズアレイ６Ａ、６Ｂを
制御する２次元画像／立体画像切換制御手段６９は各々のレンズアレイを独立に制御する
複屈折レンズアレイコントローラ６７Ａ、６８Ｂから構成される。グラフィックコントロ
ーラ６３の画像データ６４には、表示モードに応じた２次元画像、所定の視差数を有する
立体画像データが保存され、ＬＣＤ１上に表示される。
【図面の簡単な説明】
【００８１】
【図１】本発明の第１の実施形態に関わる構成図
【図２】本発明の第１の実施形態における液晶レンズの構成と集光作用を説明する断面図
【図３】本発明の第１の実施形態における液晶レンズによる立体画像表示時の結像特性を
示した断面図
【図４】本発明の第１の実施形態における制御ブロック図
【図５】本発明の第２の実施形態に関わる構成図
【図６】本発明の第２の実施形態に関わる構成の側面図
【図７】本発明の第２の実施形態における制御ブロック図
【図８】本発明の第２の実施形態における表示モードと電圧印加状態及び偏光状態の関係
を示した図
【図９】本発明の第２の実施形態において、画像表示モードの切換え時における切換シー
ケンスを示した図
【図１０】本発明の第３の実施形態に関わる構成図
【図１１】本発明の第３の実施形態に関わるパッシブマトリクス型液晶セルの構成を示す
図
【図１２】本発明の第３の実施形態における制御ブロック図
【図１３】本発明の第３の実施形態において、立体画像表示領域と液晶セルの駆動状態の
関係を示した正面図
【図１４】本発明の第３の実施形態におけるウインドウ画面の一例を示した図
【図１５】本発明の第３の実施形態において、ウインドウ表示位置を移動した際の処理フ
ローを示した図
【図１６】本発明の第４の実施形態に関わる構成図
【図１７】本発明の第４の実施形態に関わる構成の側面図
【図１８】本発明の第４の実施形態における制御ブロック図
【符号の説明】
【００８２】
１・・・ＬＣＤ
２、４・・・偏光板
３、１８、３７、８０・・・透明基板
５、５Ａ、５Ｂ・・・１／２波長フィルム
６、６Ａ、６Ｂ・・・液晶レンズ
７、７Ａ、７Ｂ、２１、２７・・・電圧印加手段
８・・・偏光板透過軸
９、１１、１４、２４、２８・・・直線偏光
１０、１０Ａ、１０Ｂ、２２、２３、２６・・・位相軸方位
１２、１２Ａ、１２Ｂ・・・レンズ作用を生じる偏光方向
１３・・・レンズ作用を生じない偏光方向
１５、３９、８１・・・液晶層
１６、１７、３８、８２・・・透明電極
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１９、１９Ａ、１９Ｂ・・・画素
２０、２５・・・液晶セル
２９・・・立体画像表示領域
３０・・・切換単位領域
８３・・・２次元画像表示領域
３１・・・レンチキュラーレンズ
３２・・・主光線
３３・・・レンズ透過光
６１・・・立体画像表示制御手段
６２・・・２次元画像／立体画像表示切換選択入力手段
６３、７１・・・グラフィックコントローラ
６４・・・画像データ
６５、７３・・・ディスプレイコントローラ
６６・・・ＣＰＵ
６７、６７Ａ、６７Ｂ・・・複屈折レンズアレイコントローラ
６８・・・ＬＣＤドライバ
６９・・・２次元画像／立体画像切換制御手段
７０・・・強誘電性液晶セルコントローラ
７２・・・ウインドウデータ
８４・・・コントロールボタン
８５・・・２次元画像表示処理
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【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

(17) JP 3940725 B2 2007.7.4



【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】 【 図 １ ８ 】
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